
＜①貸借対照表＞ （単位：百万円）

一般 全体 連結 一般 全体 連結
固定資産 固定負債
　　有形固定資産 18,907 18,907 25,171 　　地方債 3,938 3,938 6,287
　　　　（事業用資産） (6,958) (6,958) (9,116) 　　退職手当引当金 1,117 1,117 1,274
　　　　（インフラ資産） (11,877) (11,877) (15,436) 　　その他 13 13 1,387
　　　　（物品） (72) (72) (619)

流動負債
　　無形固定資産 8 12 282 　　地方債（次年度償還分） 422 422 595

　　賞与等引当金 92 98 128
　　投資その他の資産 　　預り金 113 114 114
　　　　投資及び出資金 25 25 37 　　その他 0 0 71
　　　　基金 527 762 820
　　　　その他 33 74 80 負債合計 5,695 5,702 9,856

流動資産 一般 全体 連結
　　現金預金 840 925 1,403 固定資産等形成分 21,954 22,233 28,913
　　基金 2,453 2,453 2,524 余剰分（不足分） △ 4,787 △ 4,687 △ 8,163
　　その他 69 90 289

純資産合計 17,167 17,546 20,750
資産合計 22,862 23,248 30,606 負債及び純資産合計 22,862 23,248 30,606

＜②行政コスト計算書＞ （単位：百万円） ＜③純資産変動計算書＞ （単位：百万円）

一般 全体 連結 一般 全体 連結
経常費用 前年度末純資産残高 17,563 17,946 20,602
　　業務費用
　　　　人件費 1,196 1,270 1,748 純行政コスト（△） △ 6,878 △ 9,723 △ 11,464
　　　　物件費等 1,765 1,807 2,617
　　　　その他 54 102 180 財源

　　税収等 3,989 5,170 6,078
　　移転費用 　　国県等補助金 2,700 4,360 5,263
　　　　補助金等 2,887 5,983 5,205
　　　　社会保障給付 554 555 2,459 無償所管換等 △ 207 △ 207 △ 172
　　　　その他 496 96 99

その他 0 0 437
経常収益
　　使用料及び手数料　　 35 35 402 連結割合変更に伴う差額 - - 6
　　その他 90 105 512

本年度末純資産残高 17,167 17,546 20,750
純経常行政コスト 6,827 9,673 11,394

臨時損失 64 64 84 ＜（参考）有形固定資産の内訳＞ （単位：百万円）

臨時利益 13 14 14 一般 全体 連結
事業用資産

純行政コスト 6,878 9,723 11,464 　　土地 3,418 3,418 3,520
　　建物 8,796 8,796 11,209
　　建物減価償却累計額 △ 5,472 △ 5,472 △ 6,257

＜④資金収支計算書＞ （単位：百万円） 　　工作物 537 537 1,292
　　工作物減価償却累計額 △ 357 △ 357 △ 735

一般 全体 連結 　　その他 1,539 1,539 1,773
前年度末資金残高 592 672 828 　　その他減価償却累計額 △ 1,503 △ 1,503 △ 1,688

　　建設仮勘定 0 0 2
　　業務活動収支 500 495 -

インフラ資産
　　投資活動収支 △ 253 △ 243 - 　　土地 517 517 686

　　建物 26 26 260
　　財務活動収支 △ 113 △ 113 - 　　建物減価償却累計額 △ 21 △ 21 △ 135

　　工作物 26,701 26,701 32,252
本年度資金収支額 134 139 463 　　工作物減価償却累計額 △ 15,361 △ 15,361 △ 17,666

　　その他
連結割合変更に伴う差額 - - △ 2 　　その他減価償却累計額

　　建設仮勘定 15 15 39
本年度末歳計外現金残高 114 114 114

物品 248 248 2,003
本年度末現金預金残高 840 925 1,403 物品減価償却累計額 △ 176 △ 176 △ 1,384
※連結の各区分の収支は省略しています。

合計 18,907 18,907 25,171
※一般会計のプライマリーバランスは、105百万円です。

　　（対象となる会計）
　　一般 ・・・ 一般会計
　　全体 ・・・ 一般、後期高齢者医療特別会計、国民健康保険特別会計、介護保険特別会計
　　　　　　　　※下水道事業会計は、令和2年度より地方公営企業法適用に向けた作業に着手したため対象外  
　　連結 ・・・ 全体、館林衛生施設組合、館林地区消防組合、邑楽館林医療事務組合、群馬県市町村会館管理組合、群馬県市町村総合事務組合
　　　　　　　　群馬県後期高齢者医療広域連合、群馬東部水道企業団、板倉町土地開発公社

有形固定資産の内訳（R3.3.31現在）

資金収支計算書（R2.4.1～R3.3.31）

　　令和2年度板倉町公会計財務書類の概要について

貸借対照表（R3.3.31現在）
資産の部 負債の部

純資産の部

行政コスト計算書（R2.4.1～R3.3.31） 純資産変動計算書（R2.4.1～R3.3.31）


